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平成２６年度事業報告

Ⅰ 概況について

平成２６年度は、従来から実施しているアマチュア局等に係る無線設備の

技術基準適合証明・工事設計認証、第四級及び第三級アマチュア無線技士の

養成、電波利用秩序の維持への協力の事業に加え、新たに総務大臣の公示を

受け、平成２６年１１月１０日から業務を開始したアマチュア局の保証業務

の各事業について適正かつ積極的に実施するとともに、平成２７年４月１日

に制度が施行される第二級アマチュア無線技士の養成課程について、実施計

画の策定や必要なシステムの開発を行うなど実施体制の整備に努めた。

Ⅱ 法人運営について

１ 役員体制

６月２４日付けで、原昌三会長が退任され、同日開催された第１０回

理事会において有坂芳雄理事・副会長が新たに会長に選定された。

なお、原前会長は、名誉会長に就任した。

また、６月２４日付けで新たに安田聖氏が理事に選任されている。

２ 一般法人への移行関係

□公益目的支出額 ２７，６２１，６４２円

□公益目的財産残額 ７９０，２６２，４７３円
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３ 事務局体制

(1) 組織及び要員

平成２７年３月末現在における組織及び職員の配置は、次のとおりで

ある。

評 議 員 会 管 理 部（７名）

事務局長 保証事業センター
監 事 会長(代表理事)

（１名） （３名）

理 事 会 指導員(３５名)

養 成 部（５９名）

ｅラーニング事業
センター（３名）

〇職員合計 ９７名 非常勤(４９名)

〔内 訳〕

・常勤職員 １７名（うち嘱託職員３名、臨時雇用者２名）

・非常勤職員（年間契約）４９名（うち９名は各エリアの主任執行職員）

・指導員（年間契約） ３５名（うち４名は事務局常勤職員が兼務）

４ 会議の開催結果

理事会並びに評議員会の開催状況は、次のとおりである。

区 分 回 開催年月日 議 題

理 事 会 第 ９ 回 平成26年６月５日 1 平成２５年度事業報告の承認

について

2 平成２５年度収支決算の承認

について

3 平成２５年度公益目的支出計

画実施報告書の承認について
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4 定時評議員会の日時及び場所

並びに目的である事項の決議

について

第１０回 平成26年６月24日 1 会長の選定について

2 名誉会長の選任について

3 アマチュア局の保証業務の実

施について

第１１回 平成26年10月７日 1 申し合わせ事項（規程類の理

事会付議の扱い）

2 アマチュア局の無線設備の保

証の業務の実施について（総

務大臣への提出書類）

3 アマチュア局保証業務規程の

制定について

4 職制規程の一部改正について

5 就業規則の一部改正について

6 職員給与規程の一部改正につ

いて

第１２回 平成27年２月25日 1 平成２７年度事業計画の承認

について

2 平成２７年度収支予算の承認

について

評議員会 第 ４ 回 平成26年６月24日 1 評議員の選任について

2 平成２５年度事業報告につい

て

3 平成２５年度収支決算の承認

について

4 平成２５年度公益目的支出計

画実施報告書について

5 定款の一部改正について

6 理事の選任について
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Ⅲ 事業概要について

１ 技術基準適合証明・工事設計認証

(1) 取扱件数
（平成２７年３月末現在）

区 分 取 扱 件 数

申 込 別 平成26年度 前 年 度 増 減

新 規 ９ ４ ５

工事設計認証申込 変 更 ７ ８ △１

計 １６ １２ ４

注：技術基準適合証明申込みについては、平成１４年度以降取扱いなし。

（参 考）

工事設計認証取扱件数の年度別推移
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２ アマチュア局保証業務

(1) 取扱件数
（平成２７年３月末現在）

取扱件数 今 年 度
申 請 別 （11月10日～27年3月末）

開 設 １１８件

設 備 変 更 １２５件

設置場所変更 ２２件

合 計 ２６５件

３ 養成課程

(1) 受講者数 （平成２７年３月末現在）

区 分 受 講 者 数 （名）

資 格 別 平成２６年度 前 年 度 増 減

第四級アマチュア無線技士 １１，４６６ １１，７２９ △２６３
〔標準コース〕 (△２．２％)

第三級アマチュア無線技士 ３，９３５ ３，８６４ ７１
〔短縮コース〕 (＋１．８％)

１５，４０１ １５，５９３ △１９２
計

(△１．２％)
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（参 考）

養成課程受講者数の年度別推移

４ 電波利用秩序維持への協力等

関西アマチュア無線フェスティバル２０１４、ハムフェア２０１４及び

第１４回西日本ハムフェア等のアマチュア無線関連イベント等で適正運用

に関する周知広報等を実施するとともに、JARLガイダンス局の円滑な運用

や一般社団法人全国陸上無線協会との連携施策「電波教室」に対し協力を

行った。


